ＬＰガス事故調査書作成要領

［ＬＰガス事故調査書　様式Ａ］

１．事故現象

現象が２つ以上にまたがる場合には、該当するものすべてに○印を記入する。

２．発生原因種別

（1） 該当する発生原因種別が２つ以上にまたがる場合には、該当するものすべてに○印をする。

（2） 「１．設備の不備」については次の区分とし、原因が販売事業者、設備工事事業者、器具メーカ、配送センター等にかかるもの。

「ａ．製作不完全（欠陥品、故障等）」は、

機器具の製作段階における欠陥、故障等によるもの

「ｂ．施工不完全（工事ミス、設計ミス等）」は、

設備の設計段階及び工事の施工段階における設計並びに工事ミス等によるもの

「ｃ．容器交換不備（交換時作業ミス等）」は、

　　容器交換作業に係る設備損傷、容器接続不良、作業終了後の点検（漏えい、腐食等の確認）ミス等及び消費者宅のガス使用状況未確認、容器交換時に消費者が不在の場合の連絡（ガス使用開始時の注意）不徹底等に

　　よるもの

「ｄ．保安不備（点検、指導ミス、腐食、劣化、機器故障、破損等）」は、

　　設備の点検（法令に基づく調査等）不十分または不適格、消費者に対して点検結果の周知が不十分または不適格等及び点検作業中の設備の破損等によるもの

（３）「２．消費者の取扱い不備（不注意による破損、器具の誤操作、点検ミス、設置ミス等）」については、原因がＬＰガス一般消費者等に係るもの、雪下ろし

による破損等が含まれる。

（４）「５．動物による破損等」は、犬、猫、ネズミ等によるもの

（５）「７．その他」については、上記のいずれの分類にも該当しないもので、例えば自動車の飛び込み等による設備、道路工事等による配管の破損、屋内の改装工事等による設備の破損等によるもの（「１．設備の不備」に該当するものを除く）等が該当する。

３．被害者と損害区分

（1） 対人被害において「第三者」とは、原則的に直接原因を与えた者（生計を共にする者を含む）以外の者をさす。

（2） 対人被害の「死者Ａ」、「死者Ｂ」、「重傷者」、「軽傷者」は次の分類にする。

死者Ａ：事故発生時に死亡が確認されたもの

（注）事故発生時とは、事故発生時点からおおむね２４時間以内とする。

死者Ｂ：事故発生後、事故調査書を作成した時点までに死亡が確認されたもの

（死者Ａを除く）

重傷者：全治１ヶ月以上の負傷をしたもの

（注）消防機関でいう「重傷」（３週間以上の入院を要するもの）を目途とする。

軽傷者：全治１ヶ月未満の負傷をしたもの

（注）消防機関でいう「中等傷」（３週間未満の入院を要するもの）及び

「軽傷」（入院の必要のないもの）目途とする。

（3） 負傷の種類（火傷、骨折等）及び負傷の程度（全治日数）等が判明すれば、備考に記入する。

４．損害の程度

（1） 建築物の被害は、程度に応じて適当のものを○印（重複可）で囲む。

（2） 「共同住宅、雑居ビル、長屋等の場合」は、生活に使用されている場合は戸数で、それ以外（事務所等）の場合は部屋数を計上する。

（3） 「その他」は、塀、樹木等で特に被害が著しいものを記入する。

［ＬＰガス事故調査書　様式Ｂ］

１．貯蔵設備

（1） 容器によるか、貯槽（バルク供給等）によるものかを区分して貯蔵量を記入する。

２．調整器、メータ、安全機器、警報器、高低圧ホース
　　種別について、調査書右下のコード欄のコードを記入する。

３．燃焼器具

場所、安全装置、接続管、ガス栓について、調査書右下のコード欄のコードを記入する。
４．管及び漏えい試験

　「保持時間」は次表により算出する。

	
	参　考

	当該配管等の内容積
	漏えい試験圧力保持時間
	１／２Ｂ
	３／４Ｂ
	１Ｂ

	２．５リットル以下
	　　　　５分
	12ｍまで

12ｍ以上
	６ｍまで

６ｍ以上
	４ｍまで

４ｍ以上

	２．５リットル超
	　　　１０分
	
	
	


５．推定ガス漏れ量

（１）D．「事故発生時から容器バルブを閉めるまでに要した時間」

事故発生時の時刻から容器バルブを閉める（消防署員、事故調査員、販売店及び第３者による）までに、どのくらいの時間（分）を要したか記入する。

（２）Ｅ．「事故後に漏えいが認められる箇所」

爆発、爆風等の影響による漏えい箇所と考えられる箇所があれば、その名称と事故後のガス漏れ量を上記（１）の時間をもとに推定して記入する。

（３）Ｆ．「その他必要とする事項及び数値」

上記以外にガス漏れ量の推定をするに当って、必要と思われるメータ数値等に

ついて記入する。

（４）Ｇ．「事故に至るまでの推定ガス漏れ量」

上記（２）の事故後の漏れ量は含まれないものとする。

（５）「ガス漏れ量を推定した根拠及び算式」

（例1） 事故発生後、ガス漏れがなかった場合

Ｃ－Ｂ－（Ａ×日数）＝Ｇ

日数…・検針時から事故発生時までの日（１日＝２４時間）

（例2） 事故発生後にもかなりのガス漏れがあった場合

Ｃ－Ｂ－（Ａ×日数）－Ｅ＝Ｇ

６．着火源

「５．燃焼器具の火」には、燃焼器の点火の際の炎も含まれる。

７．容器の結露、霜の付着状況

事故直後における容器表面の状況を確認し記載する。

８．ＬＰガス臭気の感知の有無

事故発生時前のＬＰガス臭気の状況を聴取し記録する。

９．漏えい等発生箇所

（1） 漏えい発生箇所が、事故発生場所であるか否かをⅠ、Ⅱにより○印で

区分する。

（例）　Ⅱの場所としては、Ａ氏宅のコンロ等からガス漏えいし、その

ガスがＢ氏宅に流入し爆発したケースなどが該当する。

（2） 漏えい等発生箇所を発生箇所系統図に従って○印を記入する。

（注）接続不良による漏えいの場合は、ガスの流れの上流側の機器具を

漏えい発生箇所とする。

（注）燃焼器具からゴム管がはずれてガス漏れした場合は、発生箇所は

ゴム管とする。

１０．漏えい等発生原因

（１）「原因所在箇所」からみて対応する「原因」の箇所に○印を記載する。

（２）「原因」は、事故発生の第１原因をガスの流れで見て下流側の機器具

（燃焼に近い部分）から上流側の機器具に向かって究明し記載する。

（例）漏えい発生箇所が燃焼器具（異常燃焼による燃焼器具の過熱

による事故）であっても原因所在箇所が高圧部の調整器の故障

であれば、この場合の漏えい等発生原因は調整器の故障となる。

（3） 接続不良の場合は、原則として接続箇所の下流側の機器具を原因所在

箇所とする。

（例）末端閉止弁と燃焼器具がゴム管で接続されている場合、燃焼器具側での接続不良によりガス漏えい事故となった場合は、「原因所在箇所」は燃焼器具、「原因」は接続不良として取り扱うことになる。

（４）漏えい箇所が特定消費設備に係わる場合は（１）に記入し、それ以外の場合は（２）に記入する。

※特定消費設備とはガスメータと末端ガス栓の間の設備を除く消費設備
（燃焼器具、硬質管、低圧ホース、ゴム管等、末端ガス栓等）

（附　則）

要領制定：昭和６３年６月１日

１．平成　５年４月１　日、一部改定（様式Ａ．Ｂ．Ｃを様式Ａ．Ｂに統合）

２．平成２７年５月２６日、一部改定（特定消費設備の記入欄追加、コードをＢ伝票のコードに統一、名称変更等）
